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農林水産政策研究所政策研究基本方針 

 

１９政策研第４５２号

平成１９年１２月２０日 

一部改定 ２２政策研第５７号

平成２２年 ５月１３日 

一部改正 ２７政策研第１５９号－１ 

平成２７年 ６月２９日

一部改正 ２政策研第７９号－２ 

令和２年７月６日 

 

Ⅰ 基本方針策定の趣旨 

 

我が国の農林水産業及び農林水産政策をめぐる情勢は、少子高齢化・人口減少の本格化

に伴う農業就業者数や農地面積の減少による農業生産基盤の脆弱化のみならず、地域コミ

ュニティの維持が難しくなることなどが懸念されるなど、依然として厳しい状況に直面し

ている。加えて、頻発する自然災害や家畜疾病、地球温暖化の進行、さらには新型コロナ

ウイルス感染症など新たな脅威による経済環境の急激な悪化による影響への懸念も増して

いる。このほか、国際的には TPP11 等の経済連携協定等の発効に伴うグローバル化の一層

の進展、持続可能な開発目標（SDGs）に対する関心の高まり、新型コロナウイルス感染症

による世界経済への大きな影響など、我が国経済社会は新たな時代のステージを迎えてい

る。このような農林水産行政をめぐる時代の大きな転換点に、食料・農業・農村が持続的

に発展し、次世代を含む国民生活の安定や国際社会に貢献する道筋を示すため、農業分野

において、新たな食料・農業・農村基本計画が令和２年３月に策定され、これに沿った施

策が推進されることとなっている。 

農林水産政策に関する総合的な調査及び研究（以下「政策研究」という。）を行うこと

を目的として設立された農林水産政策研究所（以下「研究所」という。）は、こうした内

外の様々な情勢の変化に対応し、今後、これまで行われてきた農林水産政策の改革をさら

に進め、国産農林水産物の生産基盤の強化を進められるよう、必要な情報の収集及び情勢

の分析を行い、行政部局に提供するとともに、必要に応じて政策の提言を行うことが求め

られている。 

このため、研究所がこれらの要請に応えるために必要な政策研究を機動的かつ的確に進

められるよう、農林水産政策研究所政策研究基本方針及び政策研究課題実行計画策定要領 

（平成１９年１２月７日付け１９企第２０５号企画評価課長通知。以下「策定要領」とい

う。）に基づき、政策研究を推進するに当たっての基本的考え方、政策研究の推進体制、

研究評価の実施方法そのほか政策研究を効率的・効果的に推進するために必要な事項につ

いての基本方針を定める。 
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Ⅱ 政策研究を推進するに当たっての基本的考え方 

 

１ 研究所は、政策研究について、農林水産政策上の重要課題や政策展開の方向に的確に

対応して進めるものとし、現下の農林水産業及び農林水産政策をめぐる情勢、行政部

局からの要請、研究所の専門性、これまでの研究蓄積等を踏まえた上で、次に掲げる

重点分野を中心に行う。 

 
① ポスト新型コロナウイルス時代の食料安全保障のあり方に関する調査・研究 

新型コロナウイルス感染症による中長期的な食料需給への影響を踏まえた食料安

全保障のあり方に関する調査・研究 

 
② 担い手の経営改善に関する調査・研究 

農業者の大幅な減少が懸念される中での担い手の経営改善及び経営継承、ICT 等

も活用した担い手の労働力不足解消に関する調査・研究 

 
③ 輸出・海外展開に関する調査・研究 

海外需要も取り込んだ国産農水産物の高付加価値化に対応できる需要拡大方策及

び国内産地や関連事業者向けの輸出促進方策の方向性に関する調査・研究 

 
④ 地域振興に関する調査・研究 

人口減少・高齢化が進展する中での農村集落の変容と将来の姿に関する調査・研

究、ICT 等を活用した新技術導入による地域振興に関する調査・研究、バイオマス

等地域資源の持続的活用等に関する調査・研究 

 
⑤ 主要国の農業政策・貿易政策等に関する調査・研究 

我が国の農業政策立案、国際食料市場への影響の大きさの観点から重要な国・地

域を対象とした、農業・貿易状況と関連政策に関する調査・研究及び世界の食料需

給の見通し等に関する調査・研究 

 
２  研究所は、次の（１）及び（２）に掲げる２つの類型について、行政部局との十分

な連携・調整を図りつつ、重点分野、研究資源及び政策的優先度を考慮の上、策定要

領第５条に定められた政策研究課題を毎年度設定するとともに、政策研究課題ごとに

政策研究課題実行計画（以下「実行計画」という。）を策定し、学術的にも水準の高

い成果を目指して実施する。また、（３）に掲げる類型については、行政部局との十

分な連携・調整を図りつつ研究課題を設定し、大学、民間の研究機関等の外部研究機 

関（以下「大学等」という。）へ公募を行い、委託研究として実施する。さらに、（４） 

に掲げる類型については、上記重点分野に準じて、研究所が行う研究課題と、大学等

に公募を行い委託研究として実施する研究課題とを、一体的・有機的に連携させ、連

携研究スキームとして実施する。 
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（１）行政部局の要請に対応した調査及び研究 

１の重点分野そのほかの分野について、政策の企画立案、国際交渉等に必要なも

のとして行政部局から提案された課題に対する調査及び研究（（４）を除く。） 

 
（２）基盤的・先導的研究 

１の重点分野を中心として、農林水産政策に関する政策研究要請に的確に対応す

るため、次に掲げる研究等、広く農林水産業や農林水産政策をめぐる諸情勢を踏ま

え、基礎的事項について、研究所の専門性及び知見を活かし、政策の企画立案を先

導していくことを目指して取り組む研究 

 
①  一歩先の政策展開を見据え、中長期的な政策課題及び将来、政策上の対応が必

要となる可能性のある課題に関する研究 

②  政策の企画立案における根拠に基づく政策立案（EBPM）及び国際交渉に必要と

なる諸外国の政策・戦略の分析並びに計量モデル及び分析手法の開発・改良 

 
（３）委託研究 

１の重点分野そのほかの分野について、政策の企画立案、国際交渉等に必要なも

のとして行政部局から提案された政策研究課題等のうち、外部の研究者の幅広い知

見を活用して研究を行うことが適切と考えられるもの 

 
（４）連携研究スキームによる研究 

① （１）及び（２）の研究のうち、大学等と連携しつつ、研究所として研究を行

うことが適切と考えられるもの 

② 大学等に委託して、①の研究と連携しつつ、外部の研究者の幅広い知見を活用

して研究を行うことが適切と考えられるもの 

 
Ⅲ 政策研究の推進体制 

 

１ 行政との連携の強化 

研究所は、政策研究を行うに当たっては、政策研究成果の第一義的利用者が行政部

局であることを踏まえ、行政部局との日常的な意見交換、情報交換、人事交流そのほ

かの行政との連携を確保する。特に政策研究課題の設定とその成果の提供について、

行政との十分な意見・情報の交換を図る。 

 
２ 人材の養成・確保と外部関係者との連携強化 

研究所は、広範な研究ニーズに対応し、研究者の資質向上を図るため、必要な人材

の精査を行い、養成・確保を図るとともに、独立行政法人等の試験研究機関、大学、

国際機関等との研究員の交流・共同研究を積極的に行い、開かれた環境において充実 
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した政策研究を実施する。 

また、研究所は、外部研究機関との人事交流を活用するとともに、必要に応じ、大

学等外部の研究者を客員研究員として招聘し、政策研究を実施する。 

加えて、より有効な政策の企画・立案に資するために、政策の対象者や関係者との

連携も進める。 

 
３ 大学等との連携研究スキームによる研究の推進 

研究所は、大学等で蓄積されている研究の成果を効果的に活用し、大学等と質の高

い研究を連携して行うことで、研究成果を行政部局や研究所に着実に蓄積するとともに、

人的交流によって研究所と大学等双方の研究者の質的向上を図る。 

 
４ 政策研究課題に応じた機動的・効果的な研究体制の構築 

農林水産政策研究所長（以下「研究所長」という。）は、設定された政策研究課題

に機動的かつ的確な対応ができるよう、次に掲げる研究体制を構築する。 

なお、Ⅱの２の（３）及び（４）の②の研究にあっては、研究所長は、政策研究課

題の実施者と連携して進行管理等を行う体制を構築する。 

 
（１）研究所長は、重点分野を踏まえて設定された政策研究課題について、一定のまと

まりごとに研究領域を設定する。また、研究領域ごとに、当該研究領域に係る政策

研究課題の進行管理の責任者として領域長を置く。 

（２）研究所長は、政策研究課題ごとに、専門性や知見を有する等当該研究課題の研究

にふさわしい研究員を選定し、チームを編成する。また、チームごとに、当該政策

研究課題の遂行に責任を持つチーム長を置く。 

（３）領域長は、その研究領域に属する政策研究課題が、実行計画に従って着実に進行

され、十分な成果が上げられるよう、常にその研究領域に属する研究員の研究業務

と政策研究課題の進行状況を把握し、必要に応じてチーム長等に対し指導・助言を

行うことにより、適切な進行管理を行う。また、研究成果について、学術的な面か

らの成果の発表に加えて、広く国民を意識した適切な方法での発表について、研究

員に対し、指導・助言を行う。 

（４）チーム長は、領域長の指導の下、行政部局との密接な連携を図りつつ、担当する

政策研究課題が十分な成果を上げられるよう、チーム員を指導・管理する。 

（５）研究所長は、チームごとの政策研究課題の進捗状況を定期的に把握し、当該研究

課題に係る状況の変化等に応じて、適時適切に実行計画やチーム編成の見直しを行

う。 

 
Ⅳ 政策研究成果の活用促進及び情報発信 

 

１  研究所は、政策研究の成果について、政策の企画立案に活用されるよう、研究途中

の段階を含め、広く関係行政部局へ適時適切に提供する。また、政策検討や国際交渉 
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等への的確な対応のため、主要国・地域の農業・農政に関して、地域ごとの担当者を

定めて、随時、情報の蓄積・行政部局への提供を行う。 

 
２ 研究所は、政策研究の成果そのほかの研究関連情報について、農林水産政策関係者及

び広く国民に対して、多様な方法により、分かりやすい形で積極的な情報発信に努め

る。また、設定した政策研究課題の成果は、原則として成果報告会等を通じて公表す

ることとし、これらを計画的に実施する。 

 
Ⅴ 研究評価の実施方法 

 

１ 研究評価について 

研究所が行う総合的な調査及び研究に関しては、農林水産政策研究所の研究評価の実

施について（平成２０年２月７日付け１９企第２３９号大臣官房企画評価課長通知。以

下「課長通知」という。）に基づき、適切に評価を行う。 

 
２ 課題評価の実施方法 

研究所は、Ⅱの２の（１）、（２）及び（４）の政策研究課題の評価を行うため、

外部専門家を委員とする課題評価委員会を設け、研究所長が定める評価実施要領に基

づき研究評価を実施し、その評価結果を公表するとともに、次年度以降の実行計画策

定に反映させる。また、同要領に基づき、行政部局からの評価も併せて受け、結果を

次年度以降の実行計画策定に反映させる。 

なお、Ⅱの２の（３）の研究にあっては、上記に準じて、研究実施期間の中間時及

び終了後に評価を行う。 

 
３ 機関評価の実施方法 

研究所は、課長通知に基づき、３年ごとに農林水産省大臣官房政策課長が委嘱した

外部専門家を委員とする機関評価委員会により、機関運営及び政策研究の実施につい

ての評価を受け、評価結果を研究所の組織・業務等の改善に反映させる。 


